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土浦市下水道事業ウォーターＰＰＰ導入検討に関する 

第２回民間市場調査 実施要領 

 

令和７年 12 月 22 日 

土浦市建設部下水道課 

 

 

1. 調査の目的 

 本市の下水道事業は、昭和 41 年に浸水対策事業として、合流式で下水道整備に着

手しました。その後、茨城県が事業主体となった流域関連公共下水道に変更、昭和 54

年から一部供用を開始し、総延長は約 843km となっています。布設 30 年を超過した

管渠は、劣化によって道路陥没を引き起こす危険性があり、その延長は 300km 以上

に達し、全体の約 36％を占めています。ストックマネジメント計画に基づいてこれら

の点検・調査を行いながら、劣化が進んでいる管渠については改築更新工事を実施し

ていますが、対象となる管渠はこれからも増え続けます。これに伴い調査・清掃・工

事等の業務も増加しますが、官民共にこれらの業務の担い手確保が重要な課題となり

ます。本市ではこれらの課題に対応し、下水道事業を持続的に運営していくための一

つの官民連携手法として、ウォーターPPP(以下 W-PPP)の導入が効果的であると考

え、その導入可能性について検討を進めております。 

 本市では W-PPP の導入可能検討にあたり、官民連携における民間側視点からのご

意見をいただきたいと考えております。本調査は、本市の W-PPP 導入に関心をお持

ちの事業者・グループ等より関心の度合いや、実施に当たっての課題、本市に求める

条件等についてご意見をいただき、今後の詳細調査や W-PPP の導入可能性検討に活

用することを目的としています。 
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2. 対象施設の概要 

（１） 対象処理区 

区分 整備面積 処理人口 

土浦市流域関連公共下水道 
3,744ha 124,431 人 

特定環境保全公共下水道 

農業集落排水施設（6 地区） 253ha 3,573 人 

 

（２） 対象施設 

① 管路施設（967km） 

区分 延長 備考 

公共下水道：汚水 781km  

公共下水道：雨水 62km  

都市下水路 66km  

農業集落排水施設 58km  

 

② ポンプ場（11 箇所） 

名称 区分 既設能力 稼働年 

亀城ポンプ場 雨水 326m3/分 昭和 41 年 

桜川ポンプ場 雨水 208.8m3/分 昭和 45 年 

塚田ポンプ場 
雨水 

汚水中継 

680m3/分 

10m3/分 
昭和 54 年 

川口ポンプ場 雨水 140m3/分 昭和 56 年 

港ポンプ場 雨水 282m3/分 昭和 59 年 

川口川ポンプ場 雨水 18.0m3/分 昭和 62 年 

紫ヶ丘ポンプ場 汚水中継 5.1m3/分 平成 5 年 

木田余ポンプ場 雨水 306m3/分 平成 8 年 

新川ポンプ場 雨水 538.8m3/分 平成 11 年 

藤沢中継ポンプ場 汚水中継 3.15m3/分 平成 14 年 

東筑波新治工業団地ポンプ場 汚水中継 2.2m3/分 令和 4 年 

 

  



3 

 

③ マンホールポンプ場（211 箇所） 

区分 箇所数 備考 

土浦市流域関連公共下水道 
145 箇所  

特定環境保全公共下水道 

農業集落排水施設（6 地区） 66 箇所  

 

④ 農業集落排水処理場（6 箇所） 

地区 処理方式 日平均汚水量 供用開始 

高岡地区 
回分式活性汚泥方式 

＋接触ばっ気 
＋凝集沈殿＋急速濾過装置 

254m3/日 平成 1 年 4 月 

西部地区 
回分式活性汚泥方式 

＋接触ばっ気 
＋凝集沈殿＋急速濾過装置 

211m3/日 平成 4 年 8 月 

沢辺地区 
回分式活性汚泥方式 

＋接触ばっ気 
＋凝集沈殿＋急速濾過装置 

230m3/日 平成 5 年 4 月 

北部地区 
回分式活性汚泥方式 

＋接触ばっ気 
＋凝集沈殿＋急速濾過装置 

257m3/日 平成 7 年 7 月 

東部地区 
高度処理型回分式活性汚泥方式 

＋鉄脱りん装置 
478m3/日 平成 11 年 7 月 

西根地区 
高度処理型回分式活性汚 

泥方式 
＋鉄脱りん装置 

186m3/日 平成 21 年 4 月 

 

 

3. 第 2 回民間市場調査実施スケジュール 

実施要領の公表 令和7年12月22日 

アンケート回答期限 令和8年 1月16日 

アンケート結果概要の公表 令和8年 2月上旬予定 
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4. アンケート調査の実施方法 

 以下のリンクよりアンケートフォームにアクセスいただき、ご回答をお願いいたし

ます。 

アンケートフォーム 

 

 

5. 本調査に関する問い合わせ先 

【導入可能性調査受託者】 

株式会社日建技術コンサルタント 計画設計部 担当者：柴田、金子 

電話 ：06-6766-3906 

E-mail ：keikaku@nikken-gcon.co.jp 

※メール件名は「 【土浦市 W-PPP】民間市場調査について(貴社名)」としてください。 

 

6. これまでの市場調査における質問・要望事項に対する回答 

⚫ リスクへの対応について 

 官民連携事業では、リスクを最も適切に管理することが可能な者がリスクを負担す

ることが基本であるため、リスクの詳細な洗い出しを行った上で、必要十分な情報開

示に基づく官民対話の繰り返しを行うことで、発注者と民間事業者の責任範囲を明確

にしておくことが重要です。 

 具体的なリスク分担については、次年度以降に決定しますが、基本的な考え方とし

て発注者と民間事業者が共に対処できない天災などの不可抗力リスク、物価変動リス

ク、法令変更リスクなどは発注者が負担する条件が一般的です。 

 物価変動については、建設資材物価指数や公共工事設計労務単価などの客観的な指

標を考慮することが一般的です。一定割合を超える変動が生じた場合に、発注者と民

間事業者が協議の上で契約金額の調整を行うスライド条項を設定することで、長期に

わたる事業期間における物価変動リスクに適切に対応することを想定しております。 

 

⚫ 更新支援型でピュア型 CM（コンストラクションマネジメント）方式まで含む場合の

更新（改築）の受託者の選定について 

 更新支援型でピュア型 CM 方式まで含む場合、一般的に、レベル 3.5 の受託者を更

新（改築）の受託者として選定はできません。 

 詳細は、下水道分野におけるウォーターPPP ガイドライン第 2.0 版（Ⅱ 実施編 

第４章 入札・公募等 P.59,P.60）を参照してください。 

https://forms.gle/UcJHB6fyc5EcmT8z5
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参考資料 アンケート調査票 
※アンケートへのご回答は、専⽤フォームよりお願いいたします。 



���

� �������	�	����� �
�����������
����� 
������ 
������ �



��
�
�

��

��

�
�



���
�����			
� �� 
����
����
����

 ��

�������� �

����

����



��
��
��

���� 	
� ���� 	
� ���� 	
� �
����

��




��


 �



��
����

�����



��

��



��

�� ����
��	
��� �
���

�



��
���

��
� ��� �	
��� � �	
�	
 ���



�� �� ���
��			 ��			 
���
 ��

�� ��

��			 ��



��
�� ��
��

�	


 ��



�� ��
��
��

�����

�����



�� �����


